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1. 概要 

 本資料は，Ⅵ-2-別添 1-1「火災防護設備の耐震計算の方針」（以下「Ⅵ-2-別添 1-1」という。）

にて設定している構造強度及び機能維持の設計方針に基づき，火災防護設備ついて設計用地震力

に対して十分な構造強度及び電気的機能及び動的機能を有することを確認するため，動的地震力

の水平２方向及び鉛直方向の組合せに関する影響評価について説明するものである。 

 

2. 影響評価 

2.1 基本方針 

火災防護設備に関する，水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，

Ⅵ-2-1-8「水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配

管系」の評価方針及び評価方法を踏まえて，設備が有する耐震性に及ぼす影響を評価する。 

 

2.2 評価条件及び評価方法 

Ⅵ-2-1-8「水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4. 各施設

における水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する影響評価方針」を踏まえて，基準地

震動Ｓｓによる地震力に対して耐震評価を実施する設備のうち，従来の設計手法における水平

１方向及び鉛直方向地震力の組み合わせた耐震計算（以下「従来の計算」という。）に対して，

設備の構造特性から水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の可能性があるもの

を抽出し，設備が有する耐震性に及ぼす影響を評価する。影響評価フローを図2－1に示す。 

 

（１） 評価対象となる設備の整理 

火災防護設備のうち，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその機能が維持でき

ることを確認する設備を評価対象とする。（図2－1①） 

 

（２） 構造上の特徴による抽出 

構造上の特徴から水平２方向の地震力が重畳する観点，若しくは応答軸方向以外

の振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点にて検討を行い，水平２方向の地震力に

よる影響の可能性がある設備を抽出する。（図2－1②） 

 

（３） 発生値の増分による抽出 

水平２方向の地震力による影響の可能性がある設備に対して，水平２方向の地震

力が各方向１：１で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の水平

１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して，水平２方向及び鉛直方向

地震力を考慮した発生値の増分を用いて影響を検討し，耐震性への影響が懸念され

る設備を抽出する。 

また，建物・構築物及び屋外重要土木構造物等の検討により，機器・配管系への影

響の可能性がある部位が抽出された場合は，機器・配管系への影響を評価し，耐震性
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への影響が懸念される設備を抽出する。 

影響の検討は，機種ごとの分類に対して地震力の寄与度に配慮し耐震裕度が小さ

い設備（部位）を対象とする。（図2－1③） 

 

（４） 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

（３)の検討において算出された荷重や応力を用いて，設備が有する耐震性への影響

を検討する。（図2－1④） 
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図 2－1 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した影響評価フロー 

従来の設計手法で水平２方向及

び鉛直方向地震力は対応可能 

① 評価対象となる設備の整理 

水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮し

た発生荷重等を用いた検討 

②構造上，水平２方向及び鉛直方向地震

力の影響の可能性がある設備か 

③水平２方向及び鉛直方向地震力を考

慮した発生値が従来の発生値と比べて

影響があるか 

④水平２方向及び鉛直方向地震力の組合

せの影響評価（水平２方向及び鉛直方向

地震力に対し，耐震性を有していること

への影響があるか） 

 

従来の設計手法に加えて更なる

設計上の配慮が必要な設備 

建物・構築物及び屋外

重要土木構築物の検討

による機器・配管系へ

の影響検討結果 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 
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3. 評価結果 

3.1 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価設備（部位）の抽出 

水平２方向及び鉛直方向地震力の評価対象設備を表 3－1 に示す。VI-2-1-8「水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」の評価設備（部

位）の抽出方法を踏まえ，評価対象設備の各評価部位，応力分類に対し構造上の特徴から，水

平２方向の地震力による影響を以下の項目により検討し，影響の可能性がある設備の抽出結果

を表 3－2に示す。 

 

(1)  水平２方向の地震力が重畳する観点 

評価対象設備は，水平１方向の地震に加えて，さらに水平直交方向に地震力が重畳した

場合，水平２方向の地震力による影響を検討し，影響が軽微な設備以外の影響検討が必要

となる可能性があるものとして抽出した。 

 

(2) 水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点 

水平方向とその直交方向が相関する振動モードが生じることで有意な影響が生じる可能

性がある設備を抽出した。 

 

(3) 水平１方向及び鉛直方向地震力に対する水平２方向及び鉛直方向地震力の増分の観点 

(1)及び(2)にて影響の可能性がある設備について，水平２方向の地震力が各方向１：１

で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の計算による発生値と比較し，

その増分により影響の程度を確認し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出した。 

 

3.2 建物・構築物及び屋外重要土木構造物等の検討による機器・配管系への影響の検討結果 

建物・構築物及び屋外重要土木構造物等の検討において，火災防護設備への影響を検討した

結果，耐震性への影響が懸念されるものは抽出されなかった。 

 

3.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

表 3－2 にて抽出された設備について，水平２方向及び鉛直方向地震力をⅥ-2-1-8「水平２

方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」の方法にて

算出した。 

 

3.4 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価結果 

「3.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価」の影響評価条件にて算出した

発生値に対して，設備が有する耐震性への影響を評価した。影響評価結果を表 3－3に示す。 
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3.5 まとめ 

火災防護設備について，水平２方向及び鉛直方向地震力を想定した場合でも火災防護設備が

有する耐震性への影響がないことを確認したため，従来の水平１方向及び鉛直方向地震力の組

合せによる設計手法に加えて更なる設計上の配慮が必要な設備はない。 

表 3－1 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価対象設備 

設備名称 評価部位 

火災感知器 
基礎ボルト 

取付ボルト 

火災受信機盤 
基礎ボルト 

取付ボルト 

ボンベラック 
ボンベラック部材 

基礎ボルト 

選択弁 
選択弁ラック部材 

基礎ボルト 

制御盤（全域ガス消火設備） 
基礎ボルト 

取付ボルト 

消火配管 
消火配管（ハロゲン化物消火設備） 

消火配管（ケーブルトレイ消火設備） 
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表 3－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果（1/4） 

(1) 構造強度評価 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

3.1(1)水平２方向の地震

力が重畳する観点（以下

「重畳の観点」という。） 

 

 

〇：影響あり 

△：影響軽微 

3.1(2)水平方向とその直

交方向が相関する振動モ

ード（ねじれ振動等）が生

じる観点（以下「ねじれ振

動等の観点」という。） 

×：発生しない 

〇：発生する 

3.1(3)水平１方向及び鉛

直方向地震力に対する水

平２方向及び鉛直方向地

震力の増分の観点（以下

「増分の観点」という。） 

〇：影響あり 

―：該当なし 

抽出結果 

火災感知器 

△ 

(基礎ボルト） 

一次応力（引張）＊ 

× ― 
火災感知器は，従来評価にて水平２方向

及び鉛直方向地震力を考慮済みである。 

火災受信機盤 

△ 

(基礎ボルト） 

一次応力（引張）＊ 

× ― 

火災受信機盤は，従来評価にて水平２方

向及び鉛直方向地震力を考慮済みであ

る。 

ボンベラック 

△ 

(ボンベラック部材） 

一次応力（組合せ）＊ 

× ― 

ボンベラックは，従来評価にて水平２方

向及び鉛直方向地震力を考慮済みであ

る。 

選択弁 

（選択弁ラック） 

△ 

(選択弁ラック部材） 

一次応力（組合せ）＊ 

× ― 

選択弁ラックは，従来評価にて水平２方

向及び鉛直方向地震力を考慮済みであ

る。 

注記＊：VI-2-別添 1-2-1～2，VI-2-別添 1-3-1～4 の各耐震計算書のうち，評価上厳しい応力を記載する。 
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表 3－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果（2/4） 

(1) 構造強度評価（続き） 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

3.1(1)水平２方向の地震

力が重畳する観点（以下

「重畳の観点」という。） 

 

 

〇：影響あり 

△：影響軽微 

3.1(2)水平方向とその直

交方向が相関する振動モ

ード（ねじれ振動等）が生

じる観点（以下「ねじれ振

動等の観点」という。） 

×：発生しない 

〇：発生する 

3.1(3)水平１方向及び鉛

直方向地震力に対する水

平２方向及び鉛直方向地

震力の増分の観点（以下

「増分の観点」という。） 

〇：影響あり 

―：該当なし 

抽出結果 

制御盤（全域ガス消

火設備） 

△ 

(基礎ボルト） 

一次応力（引張）＊ 

× ― 

制御盤（全域ガス消火設備）は，従来評

価にて水平２方向及び鉛直方向地震力

を考慮済みである。 

消 

火 

配 

管 

ハロゲン化物 

消火設備 

△ 

(配管本体） 

一次+二次応力＊ 

〇 ― 

ハロゲン化物消火配管は，従来評価にて

水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮

済である。 

配管系は，三次元モデルを用いた解析に

より，従来評価よりねじれモードを考慮

した耐震評価を実施しているため，水平

方向とその直交方向が相関する振動モ

ードによる影響は考慮済みである。 

ケーブルトレイ 

消火設備 

〇 

(配管本体） 
〇 〇 影響評価結果は表 3－3を参照。 

注記＊：VI-2-別添 1-2-1～2，VI-2-別添 1-3-1～4 の各耐震計算書のうち，評価上厳しい応力を記載する。  
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表 3－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果（3/4） 

(2) 機能維持評価 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

3.1(1)重畳の観点 

 

〇：影響あり 

△：影響軽微 

3.1(2)ねじれ振動等

の観点 

×：発生しない 

〇：発生する 

3.1(3)増分の観点 

 

〇：影響あり 

―：該当なし 

検討結果 

火災感知器 △ × ― 
火災感知器は，従来評価にて水平２方向及び鉛直方向

地震力を考慮済みである。 

火災受信機盤 △ × ― 

盤内に取付けられている電気品は，基本的に一次元的

な接点の ON-OFF に関わる比較的単純な構造をしてい

る。加えて，基本的には全て梁，扉等の強度部材に強

固に固定されているため，器具の非線形応答はないと

考えられる。したがって，電気品は水平１方向の地震

力を負担し，他の水平方向の地震力は負担しないた

め，水平２方向入力の影響は軽微である。 
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表 3－2 水平２方向及び鉛直方向地震力による構造強度評価結果（4/4） 

(2) 機能維持評価（続き） 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

3.1(1)重畳の観点 

 

〇：影響あり 

△：影響軽微 

3.1(2)ねじれ振動等

の観点 

×：発生しない 

〇：発生する 

3.1(3)増分の観点 

 

〇：影響あり 

―：該当なし 

検討結果 

容器弁 △ × ― 
容器弁は，従来評価にて水平２方向及び鉛直方向地震

力を考慮済みである。 

選択弁 △ 〇 ― 

選択弁は，従来評価にて水平２方向及び鉛直方向地震

力を考慮済みである。 

選択弁は配管系の三次元モデルを用いた解析により，

従来評価よりねじれモードを考慮した耐震評価を実

施しているため，水平方向とその直交方向が相関する

振動モードによる影響は考慮済みである。 

制御盤（全域ガ

ス消火設備） 
△ × ― 

盤内に取付けられている電気品は，基本的に一次元的

な接点の ON-OFF に関わる比較的単純な構造をしてい

る。加えて，基本的には全て梁，扉等の強度部材に強

固に固定されているため，器具の非線形応答はないと

考えられる。したがって，電気品は水平１方向の地震

力を負担し，他の水平方向の地震力は負担しないた

め，水平２方向入力の影響は軽微である。 
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表 3－3 水平２方向及び鉛直方向地震力の構造強度評価結果 

(1) 構造強度評価 

(×9.8m/s2) 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

加速度 

評価部位 
設置位置 

水平方向加速度 

１方向入力 

発生加速度 ２方向入力 

発生加速度 

機能確認済 

加速度 
判定 

NS 方向 EW 方向 

消 

火 

配 

管 

ケーブルトレイ 

消火設備 
配管本体 

原子炉建物＊１ 

EL 42.8m 
2.27＊2 2.40＊2 2.57＊3 3.0 〇 

注記＊１：機器の設置位置のうち最も加速度が大きい階の基準値振動Ｓｓにより定める応答加速度を用いる。 

＊２：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

＊３：１方向入力発生加速度に組合せ係数法を適用し，ベクトル和にて算出したものを記載している。 

 




